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大合理化期チッソ㈱の労使関係：1963－72年（1）


























































































































































































































































































































































































































































































































第一次希望退職 88名 18名 108名
第二次希望退職 96 13 111



























































































































（Chisso Engineering & Construction 以下 CECと略記14））を創設していた
こともあり，上記2課の組合員をCECへ離職配転しようとしているのでは
ないかと追及した。会社は，その意図はないと回答したが，組合は警戒を緩
めなかった。ところが，またもやと言うべきか，会社は上記の移動した人員
を再び製造職場に戻すとしてきた。
一方会社は，1966年7月に子会社である日窒アセテート㈱守山工場15）（滋
賀県）で，工作部門を分離し，関連人員をCECへ離職移籍させると提案し
ていた。守山工場も複数労働組合であり，第一組合は水俣の新日窒労組出身
者も多く，新日窒労組と兄弟組合ともいうべき存在であった。守山の第一組
合はCECの事業性（採算）を疑問視し，会社の提案には強く反対したが，
水俣とは異なり数の上で第二組合に対して明らかに劣勢であり，9月に入り
CEC㈱守山の設置の運びとなっていた。
ここに至り，水俣でも緊張がふたたび高まった。
『学習テキスト』の作成16）
工作分離は当時の化学産業にあっては一種の世の流れともいうべきもので
あったが，新日窒労組は会社の方針に揺れがあったこともあって状況の冷静
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な分析と早めに対応方向を固めるため，『学習テキスト 工作部門の切りす
てを許すな，工作分離を粉砕しよう！』を作成し，組合員に配布した。
テキストの内容を振り返ってみよう。工作分離への対応方向は，水俣工場
のエンジニアリング部門が独立して採算がとれるか，将来性があるかで決め
られるべきであると立脚点を明確にし，まず同業他社の工作分離を検討する。
東洋高圧系の東洋エンジニアリングと宇部興産系の宇部チッソが検討され，
前者は，親会社から投下された資本規模が12億と大きく，工作分離企業とし
ては先発であり三井系であることから系列内の金属機械企業との技術面での
連携や，仕事の受注も比較的容易であるがゆえに5年間で大卒を250名以上
採用するくらいに成長している。宇部チッソは，宇部興産グループにすでに
あった工作機メーカー宇部鉄工所と共同による事業発足であるという利点が
あったものの，後発であり，合理化による人員減を経たのちの事業開始であ
り人材の厚みもなくなり苦戦している。このように分析し，水俣の工作分離
は宇部に似ているとする。
テキストはさらに分析を細かくし，プラントメーカーとしての力を推定す
る。設計能力，機器製作能力，プラント建設能力に分けると，水俣の工作部
門は，設計能力は現状のチッソのそれから増強されるわけではなく，建設能
力も現状のチッソのそれと何ら変わらないとする。機器製作能力に至っては，
現状のチッソの旧い機械設備で養成された人材では太刀打ちできないと断定
している。
以上の分析を踏まえ「テキスト」では，事業面での勝算がない以上，チッ
ソでの工作分離とCECへの配転は認めるべきではない。宇部は，水俣と同
様複数組合で第二組合の動きによりずいぶん混乱させられた。それゆえ，第
二組合への対策と早めの方針確立と態勢固めが肝要である。最後に，チッソ
のような企業では工作部門を外に出し打って出るよりも内部に置いておきエ
ンジニアリング力を強化し工場としての力をつけるほうが肝要であるはずだ，
と結ばれている。
「テキスト」が作成されたのが1966年10月である。新日窒労組は，これに
よって工作分離への方針を固め，組合員への方針の共有を進めつつあった。
一方会社は，別な要因によって揺れていた。同10月27日『石油化学新聞』
佐賀大学経済論集 第49巻第4号
―80―
が，「興銀，住友，三和の三銀行が，チッソを旭化成に吸収させるという方
向で原則一致をみた」と報じた。先の水俣工場の工作分離をめぐる会社方針
の動揺や守山工場の工作分離の背後にはおそらくこのことがあったものと思
われる。この旭化成との合併話しは，日窒アセテート㈱（64年からチッソア
セテートに名称変更）のアセテート部門の旭化成への譲渡に縮小するが17），
それでも組合には大きな衝撃であった。新日窒労組は先の「テキスト」に基
づいて打ち出した運動方針の練り直しに迫られることになる。
運動方針の変更は，まずは当然のことながら，運動の枠を広げることであっ
た。旭化成を含めた旧日本窒素グループ企業に呼びかけを広げることであっ
た。「オール・チッソ」という名目で，水俣，守山，本社組合（東京），大阪
営業部，五井（チッソ石油化学，千葉県），野田（チッソ電子化学，千葉県），
および旭化成の組合が念頭におかれた。これらのなかには，複数組合である
ところも，上部の産別が合化労連でなく全労会議系の組合もあったが18），新
日窒労組はそれらにも呼びかけの範囲を広げた。そうしたうえで，次の6項
目の要求の協約化を追求するよう他事業所他組合に呼びかけた。
ⅰ）オール・チッソの事業所従業員の完全雇用の確保
ⅱ）労働条件は低下させないこと。事業所間の労働条件の差をなくし改善
に努める
ⅲ）新規別会社の転出者については労働条件を低下させず，将来もチッソ
のそれを下まわらないこと
ⅳ）転勤・配転などの異動は事前に組合と協議決定し本人の同意を得るこ
と
ⅴ）団体交渉権の確認
ⅵ）工作分離はしないこと
以上の6項目は，第二組合と目される組合が受け入れるところとはならな
かった。それでも，①今後の会社の合理化計画を明示すること，②人員配置
計画を明示すること，③移籍者についてはチッソにおいて身分の保障を行う
こと，④人員整理，退職勧奨は一切行わないこと，⑤配転あるいは人事異動
については組合及び組合員の同意を得ること（以上は，チッソ労組の要求案）
などのように，翻訳されながら，あるいは部分的にいくつかの組合には取り
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入れられていった19）。
新日窒労組としては，上記のⅰ）～ⅵ）を協約化しようとしたが，むずか
しかった。その代わり，守山のチッソと旭化成の共同出資の新会社へチッソ
アセテートの従業員が移籍するにあたり，「人員整理，退職の勧奨，労働条
件の引き下げは行わない」，「組合員の労働条件に関する諸制度は新会社が引
き継ぐ」との協約を結ぶことに成功した。この協約は「オール・チッソ」の
代表たる新日窒労組の委員長の署名により成り，内容も上記ⅰ）以下と①以
下との折衷となっているように，運動の新たな段階を画するかにみえた。
CEC配転
そのようななか会社は工作分離に関して新たな提案をしてきた。1967年に
入り3月の経営協議会で，CEC五井，CEC守山に次いでCEC水俣をおく。
CEC水俣は当面20名でうち10名は組合員レベルの人材とし工作部の人員に
移ってもらうというのもであった。CECは事業所としてはそれらの三か所
を構え，事業としてはチッソのエンジニアリングをも担うがあくまで社外の
仕事を受けるのを基本とする。三つのうちでは水俣が経験不足ではあるが，
韓国のプラントの仕事が来ており，将来性はあるとの認識を示していた。
それを受けて会社は水俣で組合との交渉に入った。会社は，移動する場合
は退職採用となるが，CECは下請けではなくチッソとは別業種（エンジニ
アリング）の並列関係の会社であり，労働条件は協約したとおり同一であり，
水俣で働けるとした。チッソ労組は最初は態度を明らかにせず労働条件が維
持されるかの確認に力を入れた。そしてほぼひと月の交渉で，退職採用のか
たちで移動すること，組合籍は移さず，労働条件は維持することで移動を認
めた20）。一方，新日窒労組は態度はすでに決まっているので，CECの事業
内容の確認に時間をかけ，見解の相違を理由に移動は認められないとした。
結局，この時のCEC配転は，移動した人数の記録は見いだせなかったがチッ
ソ労組の組合員が移動する21）ことで決着した。
こうした動きの背後で，会社はもっと根本的な水俣工場の再建のための合
理化計画を策定しつつあった。これは，江頭社長の登場を機会に始められ，
旭化成との提携やチッソの子会社・事業所を一つの人事圏と前提して考想さ
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れることになっていた。主たる内容は，五井工場（チッソ石油化学）の拡充
と水俣工場の原料転換・合理化であり，「再建5か年計画」（「長期経営計画
68～72年の5カ年計画」）と銘打たれ，1967年7月には役員会で決定をみて
いたのである。組合には8月に提示された。中身は衝撃的で，従業員にはも
ちろん地域社会にもショックをもって受け止められた。
さっそく，その計画のなかから一部が切り出され実施されることになる。
同年8月に五井工場への配転が提示された。五井工場のポリプロピレン製造
設備が増設されそのための要員補充がその中身であった。移動人員は15名以
内であった。新日窒労組はこの提案は比較的柔軟に受け止め，まずは，本体
の「再建5か年計画」が大合理化計画であるので，それまでに積み上げてき
た人員移動の際の会社との約束（本人の承諾，労働条件の維持）を改めて協
約化しようとした。それに対し，会社は，五井の件は就業規則の転勤に当た
るので業務命令をもってすれば足るとし突っぱねたため，組合がスト権を確
立するなどして緊迫した。結局，協約化はできなかったものの，組合が中に
立ち家庭状況等を考慮し本人の了承も得られた2名を配転するという形に落
ち着いた22）。
ちなみに，もう一方のチッソ労組は，この問題に関しては，組合新聞を見
るかぎり動きをみせなかった。
1968年に入ると，「再建5か年計画」が進行しはじめ合理化は新次元に移
る。そのなかでCEC問題が再燃する。会社は同3月，先に設立したCEC
水俣に37名を配転すると組合に提示した。将来は100人程度は移籍させると
も示唆した。新日窒労組は既定の方針に沿って反発したが，会社は強硬で，
4名を指名配転するとしてきた。そこで組合は熊本地裁に仮処分を申請しよ
うとしたが，地裁は和解を進めた。出された和解案は，4名は退職しCEC
へ移籍，ただし組合籍は元のまま，労働条件は今後とも維持，退職金はチッ
ソ時代と通算する等であった。労使はこれを受け入れ決着した。
他方，チッソ労組は，この件では比較的粘り強く，CEC問題は「もう何
回目だ」と不満をあらわにしたが，しかし移動を認めた。結果的に，チッソ
労組員が32名移籍することになった
1969年になると，CEC五井へ110名，CEC水俣へ第一次77名，第二次20
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名と，これは計画値であり実績ではないが移動に拍車がかかった。ここでも
新日窒労組の組合員は，少数をのぞけば移動を免れた。1971年1月のCEC
水俣の在籍者の組合員数は140名で，うち122名がチッソ労組員であった23）。
このように，CEC配転では，新日窒労組は当初決めた立場を貫いたという
ことができる。
以上，新日窒労組による工作分離・CEC配転問題への取組みを観てきた。
その意義をまとめると次のようになる。
新日窒労組は安賃争議後の希望退職と南九配転の問題に対応するなかで，
とくに子会社への離職採用による配転問題にいかに対応するかに関して立ち
往生を余儀なくされた。つまり，配転に対して正面からの反対には法的な勝
ち目が乏しいことを知らされ，次善の策を考えることを迫られたのである。
その課題がふたたび突き付けられたのがCEC配転であった。新日窒労組は
それに対応するなかでなんとかその方途を見つけた。それは新会社の経営的
採算の予測によって是々非々で臨むということであった。そのことが，CEC
問題への早めの対応戦略の決定につながり，活動にメリハリが生まれたこと
が，CEC配転問題への新日窒労組の一応の成功につながったと観てよいと
思われる。
ちなみに，配転問題への類似の方針転換は単産レベルの合化労連でも行わ
れたが（1968年）24），新日窒労組の方針の変更はあくまで自らの運動に内在
するところから生まれたものであった。
注記
＊以下の資料・文献の利用に関しては，熊本学園大学水俣学研究センター，同現地研究セ
ンターのお世話になった。記して感謝申し上げる。なお，本稿の労働組合関係資料はす
べて同上センター所蔵のものである。
1）通称チッソ㈱は，名称を日本窒素肥料㈱，新日本窒素肥料㈱，チッソ㈱と変更してき
ており，また2011年には事業の継承会社としての JNC㈱を設立している。本稿では企
業グループも含めて，通称であるチッソという名称を使うことにする。
2）石田博文（2013），菊地昌典（1983）も，「恥宣言」以降はその脈絡で捉えられるとす
る研究に位置づけられる。さらに，これらの研究とはまったく観点を異にするが，本稿
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のⅡ（春闘・一時金交渉の労使関係）で取り上げる春闘史は，チッソが水俣病の補償問
題に直面することになる1970年代半ば以降の展開にチッソの労使関係のありようが水俣
病問題（補償問題）に影響するかという関心があるので，これらの研究と一脈通ずると
ころがあるかもしれない。
3）新日窒労組（1963）16‐17頁。
4）この単元の第三次希望退職までの説明は前掲資料25‐38頁による。
5）以下は，新日窒労組（1973）445‐446頁，新日窒労組・組合新聞「さいれん」（『さい
れん』復刻版2011年，柏書房。以下，特記しない限り「さいれん」は柏書房の復刻版に
よる）1963年10月29日－12月28日による。
6）新日窒労組「代議委員会記録」（元新日窒労組組合員山平勝利氏作成，以下同様）1963
年12月27日
7）以下の仮処分に関わる内容は，新日本窒素肥料事件・熊本地決昭和38・12・26労民集
14巻6号による。
8）新日窒労組（1973）445頁による。
9）新日窒労組「代議委員会記録」1963年12月30日―1964年1月5日による。
10）南九開発㈱は所在地水俣市，設立1963年6月15日，資本金1，250万円，社長は北川前
水俣工場長であった。
11）以下，安賃争議終了時の組合員数は，新日窒労組（1973）444頁による。南九配転直
後と同水俣工場内の組合員数は，新日窒労組「組合員並第二組合員数」（1964年11月1
日）より算出した。
12）新日窒労組「代議委員会記録」1964年1月3日－1月5日。
13）新日窒労組「組織人員表」（1966年7月1日）による。
14）チッソエンジニアリング㈱は，1965年2月設立，チッソ100％出資，資本金750万円，
当初は本社工務部と五井工場の関連部門より編成された。
15）日窒アセテート㈱は，1956年11月設立，チッソ100％出資。資本金3億円，アセテー
ト生産専業，滋賀県守山工場1工場，1965年の従業員数1530名。
16）新日窒労組『職場拠点学習テキスト 工作部門の切り捨てを許すな，工作分離を粉砕
しよう』（1966年10月）。以下の叙述は同テキストによる。
17）より正確には，チッソと旭化成の共同出資によるアセテート生産の新会社を設立し，
その会社へチッソアセテート㈱を譲渡するかたちによる。新会社名は旭チッソアセテー
ト㈱，1966年11月30日設立である。所在地は，守山工場とされてきたものとほぼ同じで
ある。チッソ（2011）307～308頁。
18）加盟産別が全繊同盟であったのは守山の第二組合，旭化成労組である。チッソ労組は
この時点では産別未加盟であった。
19）新日窒労組「さいれん」1966年11月19日。
20）同上1967年4月15日。
21）同上1967年4月13日の記事にそのことがうかがえる。
22）同上1967年9月28日。
大合理化期チッソ㈱の労使関係：1963－72年（1）
―85―
23）新日窒労組「チッソ水俣工場の大量人員整理の闘いとその後の経過について」（作成
年月不詳。1971年作成だと思われる）による。
24）竹内静雄（1969）を参照。
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